
書式第１２号（法第２８条関係） 
事 業 報 告 用 

 
 
 

特定非営利活動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 

 

１ 事業の成果 

1-1. 災害対応に関する連携促進および支援環境整備事業 

２０２５年度は、被災者支援コーディネーションの仕組みづくりの一環として、行政・社会福祉協議会・NPO 等

の三者連携の強化、都道府県域の災害中間支援組織との連携促進とコーディネーターの育成、避難所や技術

的な支援を行う団体等との関係強化を図ってきた。主な取り組みは、以下の通り。 

 

① 都道府県域の災害中間支援組織との連携 

・災害中間支援組織の活動や運営体制等について互いの情報を交換し合うとともに、災害発生時における災害

中間支援組織相互の円滑な応援・受援体制の構築に向けたネットワーク強化を目的に情報共有の機会として、

災害中間支援組織全体会を５回開催した。 

・災害中間支援組織が設置されていない地域において、将来的な設置を見据えて、災害支援の関係者間でのネ

ットワーク構築をサポートした。また、これまでの各地の知見を基に、新たな災害支援ネットワークの立ち上げや既

存のネットワークの運営に役立つ「災害支援ネットワークの手引き」を制作し公開した。 

・「災害支援そなえ令和基金」を活用した事業として、２団体との協働事業を開始した。「被災者支援コーディネー

ションガイドライン」を基に災害中間支援組織に求められる機能や技能を整理し、応援・受援を行うための検討を

開始した。また、沖縄県では、県域で活動している組織へのヒアリングや円卓会議などを通じて、次年度中に持

続可能な形で災害中間支援組織を設置するために、関係者間で継続して取り組むことが確認された。 

・コーディネーター人材育成研修の基礎編を、これから災害中間支援組織を立ち上げる3地域（秋田・ 鹿児島・

富山）で実施し、コーディネーションの役割、必要性について理解が深まった。また、既に災害中間支援組織が活

動している奈良県、香川県からも依頼を受け、人材育成研修を実施した。鳥取県からは、災害中間支援組織の

設置に向けて中心的な役割を担う関係者間での理解促進を目的とした研修の依頼を受け、人材育成研修を実

施した。上記以外にも都道府県域の災害中間支援組織や行政、社協からの依頼を受けて、官民連携などの研修

に協力している。 

② 災害支援団体との関係強化 

・内閣府防災担当とは、情報交換を目的とした定例会を毎月開催し、相互の事業への協力体制を構築した。ま

た、内閣府が開催する災害対応関連の検討会や防災庁設置準備アドバイザー会議への参加を通じて、被災者

支援における官民連携体制の構築を進めてきた。また 6 月には内閣府から NPO 法人として初の「指定公共機

関」に指定された。 

・全国域の調整および全国域と都道府県域間の調整の検証を目的とした三者連携訓練を企画・実施した。訓練

プログラム検討会を開催し、訓練のシナリオや状況付与の作成などの検討と、参加者の目線合わせと効果的に

訓練を実施するための準備として勉強会を行った。訓練実施後には、直後の振り返りと、評価会を行い、検証対

象の課題の見い出しと、改善に向けた取り組みについて協議。訓練を通じて災害中間支援組織の体制検証を行

い、被災者支援コーディネーションの役割と機能を果たすための体制に関する検討を行った。 

・内閣府が実施する地震・津波防災訓練及び孤立集落防災訓練への協力を行った。計 26 の自治体で訓練が実

施され、訓練当日の運営に加えて、事前・事後ワークショップ、専門家や災害中間支援組織の紹介などのサポー

トを行った。 

・避難生活改善に関する専門委員会が協力し、避難所などに必要な物資の備蓄を進めるための新たな枠組がつ

くられた。技術系専門委員会では、能登半島地震で様々な技術系団体が活動したことを受けてアンケート調査を

実施し、23 の作業項目の整理を行い、それらの活動を調整するコーディネーター育成のための研修プログラム

作りに着手した。 
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・第 8 回「災害時の連携を考える全国フォーラム」を開催。「災害支援の文化を創造する」をテーマに、行政・社

協・NPO 等の連携促進を図り、全国から約 400 名が参加した。災害中間支援組織や三者連携の重要性への

理解を深め、平時からのネットワークづくりの必要性を共有した。 

③ 被災者支援コーディネーションに関する広報および企業連携・ファンドレイズ 

・災害支援ネットワークや支援調整への理解促進を目的に、都道府県域のネットワークづくりや企業連携事例に

関する記事を Web 上で約 60 本掲載。SNS やプレスリリースでも情報発信を行い、新たな支援者や企業との

接点づくりを進めた。 また、コーポレートサイトや「災害支援そなえ令和基金」ページを改修し、情報発信機能を

強化した。 

・「災害時の声なき声にどう応えるか」をテーマにオンライン勉強会を開催。多様性に配慮した支援の課題や実践

事例を共有した。また、9 月に開催された「ぼうさいこくたい 2025」では、「能登半島地震の事例から考える災害

支援の未来像」をテーマにセッションを実施した。  

 

1-2. 災害発生時における災害対応事業 

・能登半島地震への対応を継続して実施。石川県、被災者支援センター、被災地で基礎自治体と連携している支

援団体との定例会議を毎週行い、被災者の課題について共有、解決に向けて協議を行った。特に、制度未申請

の方への対応、仮設の延長や復興公営住宅への申込等、住まいの課題や人口流出による人手不足の課題が増

えている。また、「地域コミュニティ再建事業」を前年度に続き石川県から受託。孤立や引きこもり防止のため、多

様なメニューの造成や支援団体への再委託を通して、外出の機会や住民同士の交流の場を作った。最終的に、

82 のメニューを全 1,749 回実施、総参加者は 49,787 人となり、多くの笑顔が見られた。また、本事業の周知

のために動画や冊子も作成した。 

・2025 年度は、火災、水害、突風、地震などの災害が発生した。九州での水害や青森での地震では、全国社会

福祉協議会や中央共同募金会と連携し、初動調査を行った。また、都道府県域の災害中間支援組織から情報収

集を行うとともに、全国域への情報発信や現地へのサポートに務めた。 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業                            （事業費の総費用【297,305】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

災害対応に関
する連携促進
および支援環
境整備事業 

① 都道府県域の災害中
間支援組織との連携 

通年 全国各地 ４人 災害中間
支援組織 

約 30 団
体 

46,7５1 

② 災害支援団体との関
係強化 

通年 東京都 ２人 災害支援
関係者 

約５０団
体、約４０
０人 

12,１００ 

③ 被災者支援コーディネ
ーションに関する広報
および企業連携・ファ
ンドレイズ 

通年 東京都 ２人 支援関係
者 

市民およ
び関係機
関 
不特定多
数 

6,600 

災害発生時に
おける災害対
応事業 

・能登半島地震、新たに発
生した災害への対応 
 
 

通年 石川県、 
熊本県、
青森県な
ど 
 

２人 災害支援
関係者 

約40団
体、約5
万人 

231,854 

 


